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第７回官業民営化等 の要求に対する回答（電気工事士免状交付）WG

平成１６年１０月４日

経 済 産 業 省
原子力安全・保安院
電 力 安 全 課

問１．第1種、第２種の免状交付について、①応募者、②合格者、③試験以外で申請

した者の数、④試験以外で申請して不合格になった者の数、⑤欠格条項で不合格

になった者の数、⑥現在の有資格者数のそれぞれを示されたい。

（回答）

平成１５年度における①試験応募者数、②試験合格者数、③試験以外で申請した者の

数、④試験以外で申請して不合格になった者の数、及び⑤欠格条項で不合格になった者の

数、並びに⑥平成１５年度末現在の免状交付者数は、次のとおり。

第１種 第２種

①試験応募者数 ３７，１３０人 １０２，９８０人

②試験合格者数 ７，３５７人 ３５，５９２人

③試験以外で申請した者の数 ８２２人 １，９３６人

④試験以外で申請して不合格になった者の数 １人 ０人

⑤欠格条項で不合格になった者の数 ０人 ０人

⑥平成１５年度末現在の免状交付者数 ５６９，２５６人 １，５１３，５３９人

電気技術者試験センターの職員及び役員で、経済産業省のＯＢである者の問２．（財）

人数を示されたい。

（回答）

電気技術者試験センターの職員及び役員で、経済産業省のＯＢである者の人数は（財）

以下のとおり。

・職員：２０名中６名

・役員： ９名中３名
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問３．電気工事士を養成するための学校が全国に１００程度あるとのことだが、そ

れに対して、試験を行う機関が（財）電気技術者試験センターのみであることに

ついての明示的な論拠を示されたい。

（回答）

電気工事士試験の実施機関については、試験を適確に行うことができる能力を有する

ことを条件に指定するものの、限られた時間において不特定多数の者に試験問題を解答

させ電気工事士として必要な知識及び技能を有しているかどうかの判定を行うものであ

ることから、複数の試験実施機関を指定した場合、収益拡大をねらって、受験者を多く

、集めるために故意に易しい試験問題を出題する試験実施機関が発生することが懸念され

結果として電気工事士の知識及び技能の水準の低下を招くおそれがある。

一方、電気工事士を養成するための学校については、一定のカリキュラム及び教員を

備えていることを条件に指定しているものであり、複数の学校を指定したとしても、電

気工事士として必要な知識及び技能を習得できるカリキュラムの内容は確保できること

から、上記のような電気工事士の知識及び技能の水準の低下を招くおそれはない。

電気工事士を養成するための学校は複数指定し、試験実施機関は一つを指したがって、

定している。

問４．当該事務・事業をアウトソーシングすることを制限している法令の有無、有

る場合はその具体的な内容及び当該制限の存在の合理的な説明について、教示願

いたい。

（回答）

【当該事務・事業をアウトソーシングすることを制限している法令】

電気工事士法第４条第２項「電気工事士免状は、都道府県知事が交付する。」

＊他の類似の事務・事業を規定している法律では、都道府県知事が他に委託すること

ができる旨条文に規定されているが、電気工事士法では、都道府県知事が当該事務

・事業を他に委託することができる旨規定されていない。

【説明】

当該事務・事業を受託する法人が特段想定されてこなかったため。




























































